














































































































































































開　始 検　証 解 釈 行　動
会社の経営者お
よびスタツフ
独立的監査人
SECなり株式取引所等の
要件によって
支配される
財務とのP．R．
エキスパート
によって左右
される
財務上のアナリス
ト独立して開業し
ているものとどこ
かの会社等に所属
しているもの
投資カゥンセラー
およびアドバイザー
労働組合に代って
諸種の研究を行な
う管理者職にある
もの
政府の各委員会及
び各機関に代って
諸種の研究を行な
う管理者職にある
もの
財務に関する編集者
現在および未来
の投資家
労働組合の幹部
および代表者
議会の各委員会
及び各機間
財務諸表上のデータ
非財務諸表上のデー?
財務諸表上のデー
タを検査し、経営
者および第三者の
利益のためにそれ
について意見を表
明する。
l
l
l
i
L＿＿＿＿＿＿＿
財務諸表（監査ず
みのもの）とそれ
以外の諸表（末監
査のもの）上のデ
ータを研究し、現
在及び将来の経営
成績なり財政状態
を評定する。
　　　1
財務上のP．R．エキ
スパートの情報を
求めんとする要望
にブイード・バツ
クする。
財務アナリストの
報告を受け取る。
その報告をもとに
して情報を求める
ところのグループ
にアドバイスする。
???? ????????＝??????????
　この表において、はじめに、二つの異なるクラスの資料が認識される。すなわち、典型的な財務諸
表に含まれるものと、設備投資計画、研究施設および業績の詳細、経営組織の説明のような他の情報
とである。このうちの前者だけが、すなわち、財務諸表に関する資料だけが独立監査人の監査を受
け・その他の解は非髄騨として・素材の形即まま漁る・しかし≧．こ妨の両方の酬は・
蝶への顯可鐸鱒価す肚で・調な騨を豚るのけ分勧があり詞ll辮れ縛門家で
ある、財務アナリストに用いられる。そして財務アナリストの結論は、彼らに依存する利害関係老や
投資カウソセラ甲、’財務ア．F“一／rイザーに伝えられるρ情報の究極的受益者である投資家は、直接的に
あるいは間接的に測務アド・1イザ：一か鋤言綬樋rと噛る’？・，　．、
　この現実的な表から明らかなように～投資家ぽ投資意忠決定を行：なう上で、財務諸表に含まれる情
報だけでなく、非財務諸表の欄をも必要とするの砺継ら、必然的に投資カウンセラーや財務ア
ドバイザーの助言を受けることになり、監査人が財務諸表の監査だけを行なうのであれぽ、その社会
的地位は、必然的に低下するであろう。そこで、「監査人は、資料を発行する人々の要請をこえて、
このような資料が、実際に何らかの基礎、すなわち、一体何らかの基準をもつかどうかに関して、意
見を表明することができるようになるであろう検査の方法とか基準を展開することができるであろう
か？」15）ということが問題となる。この点に関して、マウツ＝シャラフは、「監査人は、財務報告書の
われわれの概念を拡張する上で、財務アナリストと供働し、財務アナリストが有用であるとみている
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財務諸表以外の資料に監査技術を適用することに真剣な注意を払うことは十分行なわれるであろう、
ということは明らかである。」16）とみている。そこで、「開示される情報が検証される、すなわち、独
立した熟練者によって検査されるのでなけれぽ、開示された情報は、その目的のために完全に満足し
たものとは考えられないであろう。検証の作業の遂行に関連した財務市場における唯一の要素とし
て、監査は、投資市場において財務アナリストや他の人々によって要求される追加的開示の検証の方
法と手続とを展開するための責任を受け入れなければならない。」17）として、専門職業として監査は、
重要な社会的責任を受け入れ、たゆまぬ努力がなされなければならないことが強調されている。
　これらのことから、十分な開示に関して新しい概念が導き出される。そこで重要なことは、監査サ
ービスを拡張することは、この情報を直接利用する人々を誤解させないということを保証するぽかり
でなく、究極的には、この資料を分析する人々の忠告を信頼する投資家を直接に保護するということ
である18）。このように、マウツ＝シャラフは、現在の証券市場における監査人の役割を分析しなが
ら、究極的には、最終的情報の受け手である投資家（利用者）が、財務諸表以外の情報をも投資意思
決定のために用いる以上、監査人は十分な開示のために、その監査サービスを財務諸表以外の情報に
まで拡張すべきであることを、監査人の専門職業上の地位に関連させながら展開している。このよう
に、監査人の地位、名声を高くとらえ、監査人に厳しい義務を課していることも、マウツ＝シャラフ
の一つの特徴であろう。
　このように展開されてきたマウツ＝シャラフの思考は、次節で考察するASOBACにおいて、利用
者指向的監査理論として、いっそう明瞭な形で受け継がれていくことになる。
　注1）近沢弘治著『マウツの監査論』森山書店、昭和41年、30ページ。
　　2）　Mautz，　R．　K．　and　H．　A．　Sharaf，　The　philosophy　of∠Auditiug，　American　Accounting　Association
t　　　Monograph　No．6，（Co11ege　of　Business　Administration，　University　of　IoWa，1961）p．42，近沢弘治
　　　著、前掲書34ページ参照。なおr監査哲理』の訳出にあたって、同書を参考にさせていただきましたが、
　　　訳語は必ずしも同一ではない。
　　3）　Mauts　and　Sharaf，　op．　cit　p．　1．
　　4）　Ibid．　p．5．
　　5）　　Ibid．　p．14．
　　6）Ibid．　p．247．近沢弘治著、前掲書、165ページ。
　　7）　　cf，　Ibid．　pp．245－246．
　　8）　　cf．　Ibid．　p．247．
　　9）　　Ibid．　p．16．
　　10）　　Ibid．　p．17．
　　11）　Ibid．　p．170．
　　12）Ibid．　p．189．近沢弘治著、前掲書117ページ。
　　13）Ibid．　p．190．同上書118ページ。
　　14）　　Ibid．　pp．189－191．
　　15）　　Ibid．　p．192．
　　16）　Ibid．　p．196．
　　17）　Ibid．　p．197．
　　18）　cf．　Ibid．　p．197．
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皿　ASOBACの展開
　ASOBAは、　AAAが1973年に公表した、監査論に関する初めての公式のステートメントであると
言われている。前にも触れたように、ASOBACは、基本的には、　ASOBATの会計情報論の思考を
基調として、コミュニケーション理論に従った理論的展開を行なっているのであるが、また一方で
は、前節で述べたマウツ＝シャラフの基本的思考をも尊重して展開されている。それは随所にみられ
るが、最初の部分でつぎのように述べていることからも明らかであろう。すなわち、「監査の概念的
基礎に関する先駆的研究は、マウツ＝シャラフの『監査哲理』である。この書物は、われわれの思考
に大きな影響を及ぼし、われわれは、以下のステートメソトを展開することによって、この先駆的努
力に付け加えることを望む：
社会における監査の役割を限定する。
監査可能な主題の特質を識別する。
計画、行為、監査機能の遂行に導く、目的と規準を展開する。
監査証拠を収集し、評価する基礎と方法論とを探求する。
監査を行ない、社会における監査の役割を果たすのに欠くことのできない熟練と特質を導き出
　　す。
　6　監査過程の描写にわれわれの研究結果を結びつける。
　7　監査の分野における真剣な調査に値する問題点を示唆する。」1）
と述べて、みずからの展開の方向を示している。
　その詳細を取り上げることは本稿の目的ではないので、以下、監査の定義、監査論と会計学との関
係、監査の役割に焦点をしぼって概観することにしたい。
　はじめに、ASOBACは、　ASOBATの会計の定義、すなわち、「会計とは、情報の利用者が、事
情に精通して判断や意思決定を行なうことができるように経済的情報を識別し、測定し、伝達するプ
ロセスである。」2）という定義をもとにして、監査をつぎのように定義している。「監査とは、経済的
活動および事象についての表明と設定された基準との一致の程度を確かめ、利害関係ある関係者にそ
の結果を伝達するために、その表明に関する証拠を客観的に収集し、かつ評価する体系的プロセスで
ある。」3）このように、証拠を客観的に獲得し、それを評価するという作業が監査の本質的なことがら
である。
　この場合、会計を経済的情報として定義するASOBATに従うと、評価するという側面は、会計情
報の評価という問題として現われる。そして、ASOBATの経済的情報を評価する四つの基準、すな
わち、目的適合性（relevance）、検証可能性（verifiability）、不偏性（freedom　from　bias）、量的表
現可能性（quantifiability）という基準にかかわってくるが、このなかで、目的適合性に関連して、
「目的適合性は、追加的利用者指向的な規準の形で表わされなけれぽならない。このような規準は、
直接的にあるいは間接的に利用者から導き出され、アウトプットの要求物として作成者の会計システ
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ムに織り込まれる。監査人の仕事は、これらの規準は何であるかの明白な定義を探し、情報（そして
情報を生み出すシステム）が適切にこれらの規準の適用を反映するようにすることである。」4）と述ぺ
ていることは興味深い。つまり、この論述のなかに、利用者指向的監査理論の展開が、いっそう明白
な形で現われているからである。
　つぎに、会計学と監査論との関係についてみると、監査論は会計学と密接に結びつくものであり、
会計のシステムとかプロセスの理解抜きには、監査論は考えにくい不可分の関係にあるとしている
が、その方法論には大きな相異をみている。会計学の方法論は、「利用者に対する経済的資料を測定
し、記述し、解釈する技術と手続とを用いる。その適用は、経済的原資の獲得、利用、処分活動の抽
象的表現という結果になる。この記述的・解釈的プロセスの結果は、会計報告書の形で表わされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　もζのように、’会計は本質的に、有用で量的で経済的な情報を生み出す創造的なプロセスである。」5）と
いうことになり、監査論の方法論は、「証拠を生み出した会計情報そして／あるいはシステみとプロ
セスが、確立された規準に従っている程度を決定するのに必要とされる証拠を集め、評価する技術と
手続（少なくとも概念上、科学的研究の方法論に対して比較可能である）を用いる。この調査的・評
価的プロセスの結果は、しぼしぼ、利用者が、受けとった情報におきうる信頼性の程度を決定する助
けとなるように、会計情報の利用者に表明の形で表わすことである。このように、監査は、本質的に
有用で判断資料となる情報を集める批判的プロセスである。一般的に監査は、新しい経済的情報を創
り出すのではなく、会計プロセスによって集められた経済的情報の価値を高めうるものである。」と
している。この点では、マウツ＝シャラフの思考と非常に近いものであると言えるであろう。
　つぎに、監査の役割についてみることにしよう。さきにみた監査の定義は、「会計情報の伝達に対
する監査プロセスの適用は、会計情報の価値を高め、監査プロセスの第一の受益者は、会計情報の利
用者であることを意味する。」7）のであるから、監査の役割は、つぎのことにかかわる。つまり、
「1．会計情報に対する監査の適用から導き出される『会計情報の高められた価値』の性質を識別す
　　ること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　2．　会計情報の利用者の情報必要性に監査によってr加えられた価値』を関連させること。
　3．　いかに監査機能は、この『加えられた価値』を創り出し、利用者の必要性を満足させるかを証
　　明すること。」8）
である。そこで「監査機能によってr加えられた価値』の性質は、利用者の会計情報の必要性を満た
すその能力にあるので、監査から導き出される高められた価値の性質を識別する出発点は、利用者の
検査とその情報の必要性とである。」9）というように、明白に利用者指向的理論展開を行なっている。
　このようにみてくると、経済的事象とか行為について、作成者が経済的情報としての会計報告書を
作成し、それを利用者に伝達する、会計情報を受けとる利用者は、つぎの二つの判断を行なわなけれ
ぽならない。すなわち、
「1．利用者は、みずからの必要性に関連する主題の知識を得る情報内容を解釈しなけれぽならない。
　2．　利用者は、（明示的にか暗示的に）受けとった情報の質を評価しなけれぽならない。」10）
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第四表　会計情報の伝達と監査機能の役割
　　主　題
（経済的事象と行為）
作成者／源泉 　　　　　　　　　　　1　　　　　1
　　　証拠
　　　　　　　　　　l　　　　　l
　　　　　t
証拠　　1
会計報告書
（経済的情報）
会計情報の
利用者
規準／
／／
　条件：作成者と利用者との間の利害の対立
　　　　利用者にとっての情報の重要性
　　　　主題と監査プロセスの複雑性
　　　　主題および作成者からの利用者の遠隔
　　　　性
表で示すとつぎのようになるであろう14）（第四表）。
　ここで注意しなければならないめは、たとえぽ、「情報の質は、直接的にか間接的に、情報の利用
者から導き出される規準によって決定されなけれぽならない。規準の性質は、原初的伝達プロセスが
行なわれる利用者に依存する。……利用者から、監査人は規準を導き出さなけれぽならない。利用者
に、監査人はこれらの規準によって情報の質に関する彼の意見を伝達しなけれぽならない。」t5）と述べ
ているように、利用者の検討を通した伝達プロセスの展開を行なっていることである。このようにみ
るならぽ、ASOBACはくいっそう明瞭な形で、利用者指向的監査理論を展開していると言うことが
できるであろう。
注1）
　2）
　3）
　4）
　5）
　6）
　7）
　8）
　9）
　10）
　11）
　12）
　13）
　14）
　15）
ASOBAC，　p．1．
ASOBAT，　p．1．
ASOBAC，　p．2．．
Ibid．　P．3．
Ibid．　p，7．
Ibid．　pp．7－8．
Ibid．　p．8．
Ibid．
Ibid．
Ibid．　P．9．
Ibid．
cf．　Ibid．　P．9．
Ibid．　p．10．
Ibid．　P．11．
Ibid．　p．12．
’最も広い意味において、監査の機能は、「利用者が、
この第二番目の判断一伝達されている情報の質を評
価する一を行なうことを助けることである。」11）とし
ている。ここで、伝達プロセスのなかで、利用者が情
報の質を評価するのが困難になる四つの条件がある。
それは、利害の対立（conflict　of　interest）、重要性
（consequence）、複雑性（comp！exity）、遠隔性（remo・
teness）である12）。このような条件の強度が増すにつ
れて、情報の利用者は、みずからその情報の質を判断
することが困難になる。そこで、「これらの条件は、
独立した第三者による表明機能の満足についての需要
を創り出すことに結びついている。この関係者をわれ
われは監査人と呼ぶ。j13）として、伝達プロセスにおけ
る監査人の必要性を説いている。ここで、この関係を
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IV　利用者指向的監査理論の問題点
　これまで、マウツ＝シャラフの『監査哲理』とASOBACの論述を通して、監査理論形成のための
一つの展開として利用者指向的監査理論というアプローチの方法をみてきた。このような理論的アプ
ローチの方法は、監査理論の展開にかぎったことではなく、財務会計理論のなかでも、すでに多くの
主張がなされているのである。たとえば、レブスソ（Revsine，　Lawrence）は、利用者として長期持
分投資家を特定し、このような利用者のために取替原価会計論（rePlacement　cost　accounting）は適
切であるかどうかを検討している1）。また、AAAの外部財務報告書概念及び基準委員会（Committee
on　Concepts　and　Standards　for　External　Financial　Reports）は、1977年にr会計理論及び理論承
認』（statement　on　Accounting　Theory　and　Theory　accePtance）を公表し、そのなかで、代替的理
論接近法の一つとして、意思決定一有用性接近法（the　decision－usefullness　apProach）をとり上げ
ている。利用者指向的理論展開は、このアプローチに含まれるものである。このアブP一チについて
『会計理論及び理論承認』では、「現在のところ、現時点の研究に用いられている最も広くいきわた
った理論接近法のひとつは、意思決定モデル接近法である。この接近法は、その標準的形式では、あ
る特定の利用者グループに対して目的適合性をもつ情報を提供する手段を探求する。したがって、分
析の焦点はそのグループに限定され、その意思決定効率に対して情報が及ぼすと予想される結果だけ
を探求する。」2）と認識しているように、近年、このアプローチの重要性は増してきている。
　しかしながら、この利用者指向的なアプローチについても、様々な批判、問題点が考えられる。こ
こでは、ASOBACに対する批判を考察するなかから、このアプローチ固有の問題点を検討すること
にしよう。　　一
　はじめに、この利用者指向的監査理論をとるASOBACに対する批判についてみてみよう。これら
の批判として、つぎの三つの点が挙げられるであろう。
　①監査情報の枠組について
　②内部統制を顧慮していないこと
　③利用者を特定していないこと
　①については、たとえぽ森實教授は、「報告書は、ASOBATの会計情報の定義から出発したため、
会計情報の監査の枠がこえられず、情報一般の監査への拡張はもとより、実態の監査への拡張も意図
されない。しかも、会計情報の監査においても、将来情報の監査への拡張に対しては消極的である。
この点、われわれは非常に物足りなく感じる次第である。」3）と述べている。財務諸表以外の情報にも
監査を拡張させようとい、う傾向は、現在監査理論の分野で最も顕著にみられる点であり、また本稿で
も、この点を利用者指向的監査理論の立場からみてきているわけであるが、確かに、ASOBACで
は、未来情報の監査へ拡張することに消極的である。それは、ASOBACにおいては、
ド1．主題は、証拠となる主張の推論ができるものでなければならない。このような主張は計量可能
　　であり、検証可能でなけれぽならない。
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　2．情報システムは、行為、事象、あるいはこれらについての結果を記録するように示さなけれぽ
　　ならない。……
　3．主題から作成された情報が評価されうる確立された規準に関して一致が存在しなけれぽならな
　　い。」4）
というような特質がなれぽ、監査機能を拡張することができない、とみているからである。
　また②の点について、久保田音二郎教授は、「本報告書では当初から内部監査の問題は論外にして
いる。もしこの報告書に内部監査の思考をも取り込んだならぽ、そこにはかなり報告の内容に修正を
加えねぽならぬ問題が出てくることは明らかである。」5）として、内部監査の問題点をとり上げていな
い点を指摘している。この点は、ASOBACが、主にASOBATの会計情報論の基礎の上に、主に
情報の伝達の面から理論展開をしているから、その当然な帰結だと考えられるとしても、これら①と
②の点は、今後の展開によって改善される余地のある点であると考えられる。
　③の点についても、久保田音二郎教授は、「種々様々な利用者を漠然と狙っての監査の制度化はあ
りえない。そうだとせぽ、種々様々な利用者のなかかから、とくに焦点をあわせた利用者を前提にせ
ねぽこの種の財務諸表監査の制度化は成立できないが、この種の監査の制度化との関係についても、
ASOBACでは問題を残している。」6）というように利用者を特定していない点を指摘している。これ
はそもそも利用者指向的理論アプローチをとるかぎり欠かせない要件であり、この点でも、ASOBAC
の方法論の未成熟さがうかがえる。
　この点は、利用者指向的理論アプローチの固有の問題点に関連してくるのである。『会計理論及び
理論承認』では、このアプローチに対する批判点をつぎのように述べている。「報告環境をさらに現
実的にみれぽ、情報システムを定めるために規範的基準を使用するという問題は、多数の利用者が明
らかに存在することにより、なおいっそう複雑になる。人間行動を観察してわかるように、個人の選
好は多様である。……多数利用者の状況において各個人は多様な選好をするので、ただ一組の外部報
告基準ではそれらの多様な選好に応ずることはできないであろう。…単一利用者の状況で考えても、
また多数利用者の状況で考えても、規範的基準が、理論形成又は政策選択に論争の余地のない基礎を
提供するとは思われない。」7）すなわち、利用者を特定しないことには、詳細で厳密な理論構成をする
ことが不可能になり、また、特定の利用者を規定することは、その部分的レベルでは理論的妥当性が
主張されようが、全体的なレベルでの全般的な合意が得られるような基礎を提供することができない
のではないかと考えられる。この点は、利用者指向的アプローチをとるかぎり、必然的に遭遇する問
題であろう。
注1）cf．　Revsine，　Lawrence，　Replacemeut　Cost∠Accoutiug，　Prentice－Ha11，　Englewood　cliffs，　New　Jersey，
　　1973．なお、拙稿「レヴジン」木村重義編著『時価主義会計論』同文館、昭和54年、105～137ページ参
　　照。
　2）　Committen　on　Concepts　and　Standards　for　External　Financial　Reports，　Statemeut　on　Accozeutiug
　　Theory　and　Theory　Acceptance，　American　Accounting　Association，1977，　p．50．染谷恭次郎訳『会計理
　　論及び理論承認田国元書房、昭和55年、111～112ページ。
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3）森實著前掲書、71～72ページ。なお同様の点は河合秀敏教授も指摘している。（同稿「情報監査の特質」
　『企業会計』第24巻第11号、108ページ参照。）
4）　ASOBAC．　p．14．
5）　久保田音二郎稿「ASOBACの監査の社会的役割」『企業会計』第32巻第12号、47ページ。
6）　前掲論文、47ページ。
7）Committee　on　Concepts　and　standards　for　External　Financial　Reports，　op．　cit．　p．　34．同訳書75ペ
　ージ。
V　む　す　び
　これまで、マウツ＝シャラフの『監査哲理』の方法論的基礎、ASOBACによる利用者指向的監査
理論の展開並びに利用者指向的理論の問題点を考察してきた。そこでは、監査理論展開の一つの方向
として、利用者指向的監査理論が、財務会計の分野における利用者指向的（意思決定一有用性）理論
アプローチとも呼応して、監査理論展開に一つの発展をもたらしてきたと言うことができるであろ
う。
　最後に、つぎの二つの点を検討して結びとしたい。
　①会計学と監査論との関係
　②理論的アブP一チの今後の展開
　はじめに、①の会計学と監査論との関係についてみると、本稿では、会計監査論としてとりあげて
きているわけであるが、この両老をどうとらえるかに基本的相異があるように思われる。それは、監
査理論の存立基礎をめぐって、非常に基本的で重要な問題にかかわってくると考えられる。すなわ
ち、会計監査を考える場合、会計学のなかの一分野として会計監査論を考えるか、あるいは、監査論
という独自の存立基盤があり、それが会計学と結びついて会計監査論を構築するのかという二つの方
法が考えられるからである（後者の場合、監査論と会計学との結びつきは、制度的必然性としてとら
えることも可能であろう）。本稿の第ll節でとりあげたマウツ＝シャラフは、明らかに後者の立場に
立っている。しかし、一般的には前者の立場をとるほうが、通説として広くいきわたっているようで
ある。たとえぽ、日下部与市博士は、監査論は、会計学のうちでも応用会計学に属するものであると
して、さらに、「会計学と監査論とは直接の手段・方法・対象において異なるものの、その究極の目
的は全く一一致すべく、ともに適正な財務諸表の作成を目指していることが知られる。まことに、会計
学は監査論の成果によってその理論の進化をはかり、実践性を増大することが可能となり、また監査
論は会計学によって理論的背景を与えられるのであって、両者は全く表裏一体・唇歯輔車の関係にあ
るとみるべきであろう。」1）と述べられている。また遠藤久夫教授も、「少なくとも監査論というもの
は、・何らかの会計システムを前提として、それと不可分の関係でもろもろの事態を究明してゆかねぽ
ならない立場にあるものなので、もっと会計システムの本質に迫った理論構成をしていかなけれぽな
らないということである。」2）として、監査論を会計学の一つの分科であるとみて、監査論の理論的基
礎は会計学（会計理論）によらなけれぽならないと考えられている。
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　確かに、監査論は、会計監査論として会計学と密接な関連があることは周知のことであるが、監査
論と会計学とはその方法、手続、対象を異にしているのであれぽ、むしろ、マウツ＝＝シャラフが積極
的に行なった方法論的基礎のほうに、より理論的妥当性を認めうるように思われる。むしろ、．会計理
論に依拠するというよりも、監査論の独自の哲学的基礎に基づいて理論的展開を行なったからこそ、
ASOBACのコミュ’ニケーション理論を援用した利用者指向的監査理論へと発展してきたのであり、
また、今後ますます議論されるであろう情報拡大の傾向3）に対する監査論の対応にも適応しうるよう
な監査概念、あるいは監査理論の構築が可能となってくるのではないだろうか。
　つぎに②の点についてみてみるとr会計理論及び理論承認』も、伝統的会計理論アプローチ、意思
決定一有用性アプローチと並んで、代替的理論アプローチのrつとして、情報経済学　（information
econmics）によるアプローチをとり上げているように、会計理論への情報経済学による分析が行なわ
れてきている。これは簡単に言えぽ、「この枠組の本質は、情報システムを、自然の状態に関する意
思決定の蓋然性の評価に影響を及ぼすであろうメッセージ（あるいはシグナル）の源泉とみることで
ある。情報システムの価値は、おおまかに言えば、ある情報システムを持っていないのと比べて、情
報システムをもつことによる期待効用の増加と定義される。」4）といわれるように、情報そのものの質
的評価にかかわってくる。この情報経済学的アプローチを監査論に適用した人にヌソ（Ng，　Dasid　S．）
がいる。ヌソによれぽ、所有者と経営者が、たがいに利益から配分を分け合うと考えられるとき、両
者は、いかに状態の集合と行為の集合から選択すると考えられるかを情報経済学的アプローチを用い
て検討する。そこでは、所有者と経営者とは、たがいに反対の選択をし、そこに一般に認められた会
計原則（generally　accepted　accounting　Principles：GAAP）と外部監査の役割を、所有者にとって、
経営者がGAAPを守る蓋然性を高めるという意味で望ましいものであるとしている5）。この点では、
監査論に新たな視点から検討を加えたということは評価できるであろう。しかし現在のところ、この
情報経済学的アプローチも、「まだあまりに一般的にすぎ、現存の政策問題に対して決定的な解答を
　えていない。」6）と言われる状況にあり、これからの展開が期待される分野であろう。
　このようにみてくると、「どの理論接近法も、ある別の代替的接近法の観点からみれば、欠陥があ
るということである。この問題は避けられない。したがって、『普遍的に妥当する』理論接近法を探
求するのは、無益なことである。せいぜい、ある一つの接近法は、それ自体の限界を認め、他の代替
的理論接近法の観点からその結果をみるさいに見解の不一致を生むおそれのある、省かれた問題点を
さがしだすことを企てることができるにすぎない。」7）というこを認識すべきであり、われわれは、そ
れぞれのアプローチの方法の限界を認識しながら、監査理論構築のための一歩をふみ出すべきであろ
う。
　注1）　日下部与市著『新会計監査詳説〔全訂版〕』中央経済社、昭和50年、33ページ。
　　2）　遠藤久夫稿「明日の監査論像」『会計』第114巻第3号、38ページ。
　　3）FASB（The　Finacial　Accounting　Standards　Board）は、財務諸表から財務報告へと情報の拡大
　　　を意図しており、このことは、監査論の分野にも当然影響を及ぼすと考えられる。この点については、
　　　Carmichael，　D．　K，　The　Implications　for　Accounting　Practice　of　the　FASB’S　new　Approach”，　The
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　Jottrteat　of　accouutaacy，　May，1979．　pp．76－84．参照。
4）　Itami　Hiroyuki，　AdoPtive　Behαvior　：Manag・ement　Control　and　lnformation　Analysis．　Studies　in
　　Accounting　Research，　American　Accounting　Ass㏄iation，1977．　p．93．
5）　cf．　Ng，　David　S．，‘‘An　Information　Economics　Analysis　of　Financial　Reporting　and　ExternaI
　　Auditing，”The　Accounting　Review，　Vo1．53．　No．4．　October，1978．　pp．91〔｝－920．
6）Commitee　on　Concepts　and　Standards　for　External　Financial　Reports，　op．　cit．　p25．同訳書57ペ
　　ージ。
7）Ibid．　p．50．同訳書113ページ。
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